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平成２８年度総務省行政事業レビュー公開プロセス 

平成２８年６月２８日 

 

 

【山田官房長】  皆様おはようございます。定刻となりましたので、ただいまから平成

２８年度総務省行政事業レビュー公開プロセスを開催させていただきます。 

 私は、総務省行政事業レビュー推進チームの統括責任者でございます、大臣官房長の山

田でございます。本日の進行役を務めさせていただきます。どうぞよろしくお願いいたし

ます。 

 それでは、議論に先立ちまして、本日ご出席いただいております外部有識者の先生方を

ご紹介させていただきます。五十音順で紹介させていただきます。 

 まず、本日の議論の取りまとめ役をお願いしております、明治大学専門職大学院ガバナ

ンス研究科教授の北大路信郷先生でございます。 

【北大路】  北大路でございます。よろしくお願いします。 

【山田官房長】  すみません。取りまとめ役北大路先生を除いて五十音順でございます。 

 次に、大阪大学大学院国際公共政策研究科教授、赤井伸郎先生でございます。 

【赤井】  よろしくお願いします。 

【山田官房長】  日本大学総合科学研究所教授の有川博先生です。 

【有川】  有川です。よろしくお願いいたします。 

【山田官房長】  公益財団法人交通協力会常務理事、石堂正信先生です。 

【石堂】  石堂です。よろしくお願いいたします。 

【山田官房長】  上智大学法科大学院教授、楠茂樹先生です。 

【楠】  楠です。よろしくお願いいたします。 

【山田官房長】  東洋大学経済学部総合政策学科教授、山田肇先生です。 

【山田】  よろしくお願いします。 

【山田官房長】  外部有識者の先生方におかれましては、大変ご多用のところ、さきに

実施いたしました事前勉強会へのご対応を含め、今回の公開プロセスにご参加いただき、

まことにありがとうございます。 

 本日は、忌憚のない意見交換とご議論をいただきたいと存じますので、何とぞよろしく

お願いいたします。 
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 なお、本日は、輿水総務大臣政務官にご臨席をいただいております。 

【輿水政務官】  よろしくお願いいたします。 

【山田官房長】  また、総務省行政事業レビュー推進チームから、副統括責任者の椿官

房会計課長、河合官房政策評価広報課長が参加しております。よろしくお願いいたします。 

 それでは、本日のスケジュール等について、事務局から説明をお願いいたします。 

【椿会計課長】  今回、総務省では３件の事業を取り上げております。観光・防災Ｗｉ

－Ｆｉステーション整備事業、無線システム普及支援事業の民放ラジオ難聴解消支援事業、

新たな広域連携の促進に要する経費、この順番で、それぞれ約６０分を１コマとしてご議

論いただきたいと存じます。 

 時間割や議論の進め方等につきましては、お手元に参考資料として公開プロセスの時間

割という１枚物を配付しておりますので、これに沿って進めていきたいと考えております。 

 レビューシートをはじめとした各種資料につきまして、事前に総務省のホームページに

掲載しておりまして、公開性、透明性を十分確保した形で進めてまいりますので、よろし

くお願いいたします。 

 本日の議論の模様はインターネットを通じたライブ中継を行っております。その関係で、

恐れ入りますが、ご発言いただく際にはお手元のマイクの青いボタンを押してからお話し

いただき、また、ご発言の後にスイッチを切っていただきますようお願いいたします。 

 

（１）観光・防災Ｗｉ－Ｆｉステーション整備事業 

【山田官房長】  それでは、早速でございますが、本日最初の案件でございます観光・

防災Ｗｉ－Ｆｉステーション整備事業の議論に入ります。 

 まず最初に担当部局から資料に沿って説明をお願いします。 

【説明者】  地域通信振興課長の加藤でございます。よろしくお願いいたします。 

 まず事業レビューシートに基づきまして、事業の概要、内容等につきまして説明させて

いただきます。レビューシート、最初のページをお開き願いたいと存じます。この事業で

ございますが、平成２６年度の補正予算より開始しております。ちょっと下へ下がってい

ただきまして、事業の目的でございますが、外国人旅行者や地域住民等が観光、災害時に

も利用しやすいＷｉ－Ｆｉ環境を整備する。そのために公共的な観光・防災拠点における

Ｗｉ－Ｆｉ環境の整備を２０２０年に向けて推進するということにしております。 

 予算額、執行額等につきましては中ほど掲載のとおりでございます。 
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 その下、成果目標、アウトカム指標でございますが、外国人受け入れ環境の整備や地域

活性化等、あるいは防災面の効果をにらみまして、平成３２年までにＷｉ－Ｆｉ整備済み

の地方公共団体の割合を８０％以上にするということにしております。 

 その実績の流れでございますが、右側に移っていただきまして、各年度の達成目標を定

めておりまして、それに対しまして２６年度、２７年度とも若干の上乗せというふうな推

移でございます。 

 下に行っていただきまして、活動実績等でございますが、活動実績２７年度までに５３

団体でこの事業によりまして整備が進んでいるというところでございます。１団体当たり

国としてのコスト、１,２００万ほどというふうなことになっております。 

 めくっていただきまして、裏面２ページ目でございます。ここにＷｉ－Ｆｉ、この事業

の成果、上位施策との関係等書いてございますし、点検、改善の結果等記させていただい

ております。 

 詳細な説明は割愛させていただきまして、次の３ページでございます。３ページの大き

な２段目のところでございますが、関連事業につきまして掲載させていただいております。

観光・防災目的というふうなことで関係の省庁等考えられるわけでございます。関連事業、

まず観光庁におきましてここに掲載のような事業がございますが、観光庁事業につきまし

ては、都市間バスないし宿泊施設に対する補助、支援というふうなことでございまして、

私どもの事業とはすみ分け、切り分けを行って、実施しているというふうなことでござい

ます。 

 また防災というふうなことでございますと、内閣防災の担当がございますが、こちらに

おきましては私どもと関連する事業というのは執行していないというふうなことでござい

ます。 

 また、避難所、避難場所のＷｉ－Ｆｉ環境整備というふうなことで、学校における整備

というふうな部分も関連してまいりますが、学校の関係の事業につきましては文科省にお

きまして、ＬＡＮ環境、情報環境整備の事業がございますが、これは教室をメーンにした

事業でございまして、私どものほうは避難場所というふうなことに着目しておりますので、

体育館、あるいは教室におきましても補完的に最小限の部分で無線環境を整備するという

ふうなことですみ分けを図っているというふうなことでございます。 

 下、点検・改善結果のところでございます。基本的にＷｉ－Ｆｉ環境の整備ですが、民

間でできるところは民間で行うというふうなことでございまして、民間の事業の促進を図
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っております。ただ、それだけでは済まない部分、公共的な観光・防災拠点につきまして

地方公共団体の整備を後押しするというふうなことで事業展開を図っているというふうな

ことでございまして、こうした民間の力も活用しつつ、補完的に公共的な支援を行うとい

うふうなことで、この事業の促進を全体として図っているというふうなことでございます。 

 以下、係数、データ等ございますが、詳細な説明は割愛させていただきまして、補完資

料につきまして若干のコメントをさせていただきたいと思います。補完資料のほう、１ペ

ージでございます。ここにこの事業の全体像を掲げさせていただいております。先ほども

言及いたしましたが、左側、商業施設等、コマーシャルベースの部分につきましては民間

による整備促進というふうなことで、右側の部分をこの事業において支援しているという

ことでございます。 

 めくっていただきまして、飛んで３ページでございますが、この事業に対する期待とい

うか、事業に対する要望というふうなことで資料をつけさせていただいております。これ

は訪日外国人によるＷｉ－Ｆｉ環境の評価に対する資料ということでございますが、右側、

括弧で囲んでありますが、Ｗｉ－Ｆｉ環境整備に対する大きな期待があるというふうなこ

とで、こうした事業を進めさせていただいているということでございます。 

 次の４ページでございますが、Ｗｉ－Ｆｉの耐災害性、防災面で大きく効果を発揮する

というふうな資料でございまして、Ｗｉ－Ｆｉ環境、インターネットを活用した連絡手段

の活用、災害が起こりますと、ほかのメディアに比べてこうしたことをうまく使うことが

必要であるというふうなことで効果を発揮できるというふうな資料でございます。 

 ５ページ以降、Ｗｉ－Ｆｉ整備事例の具体例でございます。５ページ、６ページは熊本

地震に見舞われました熊本市の事例でございます。熊本市におきましては、この事業を実

施いたしまして、環境整備を図っておりました。左側中ほどの青がもともと市で単独整備

した部分でございまして、赤がこの事業を用いて整備した部分でございますが、これを合

わせまして、実際震災に見舞われた後、市のホームページを通じて被災者の皆さんに災害

情報の提供を多言語で行ったというふうなことでございます。実際起こってから無料Ｗｉ

－Ｆｉを開放いたしまして、この事業、情報提供を幅広く展開したというふうなことでご

ざいまして、６ページをごらんいただきますと、震災発生に伴いまして、アクセスが顕著

に増加しているというふうなことが下の表でおわかりいただけるかと存じます。 

 もう１つ、７ページ、８ページが徳島県の事例というふうなことで、徳島県におきまし

ては、県におきまして事業主体になりまして、この事業を活用いたしまして、Ｗｉ－Ｆｉ
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環境の整備を図っております。かなり箇所数も県というふうなことで、県のほうが戦略的

に考えて、この事業を意欲的に実施していただいております。７ページの右側をごらんい

ただきますと、無線ＬＡＮ推進協議会というふうなことで、徳島県におきましては意欲的

に事業展開を図っているわけでございますが、それのみならず、民間事業者も巻き込みま

して、民間でできるところは民間でやっていただくというふうなことで、民間の事業なり、

整備を促していく。それとあわせて、この事業を取り組んでいるというふうなことでござ

います。 

 最後に飛んでいただきまして、９ページ、今後の取り組み方針というふうなことでござ

いまして、今月閣議決定いたしました日本再興戦略におきましても、Ｗｉ－Ｆｉ環境の整

備につきまして位置づけられております。上のほうに抜粋を掲げさせていただいておりま

すが、観光・防災拠点における重点整備箇所、推計なのでございますが、２万９,０００カ

所につきまして本年中に整備計画を作成いたしまして、それに基づきまして整備を推進と

いうふうなことになっておりまして、総務省といたしましては、この閣議決定も踏まえま

して関係地方団体等に周知を広く行いまして、その上で計画作成、そして、整備の推進に

取り組んでいきたいと考えているところでございます。 

 以上でございます。 

【山田官房長】  では、事務局から議論すべき論点について説明をお願いいたします。 

【椿会計課長】  お手元の論点シートをごらんいただきたいと思います。論点シートの

表紙をめくっていただきますと、１ページ目が観光・防災Ｗｉ－Ｆｉステーション整備事

業の論点、３つ挙げさせていただいております。１つ目が、本事業は観光・防災拠点へ整

備を行うことで観光消費拡大・災害関連情報等の入手を目的としているが、それぞれの目

的にどの程度寄与しているか分析がなされているのか。 

 ２つ目、整備目的が観光と防災では基地局の整備場所が異なることとなる。効果的に整

備を進めるためには目的を特化し、整備計画を策定した上で計画的に進めるべきではない

か。 

 ３点目、Ｗｉ－Ｆｉアクセスポイントは民間事業者も整備を行っており、民間事業者と

の役割分担が適切に行われているか、民間事業者に委ねることはできないかを挙げさせて

いただいております。 

【山田官房長】  説明及び論点について、今ご説明させていただきました。 

 それでは、議論に入りたいと思いますが、外部有識者の先生方、いかがでございましょ
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うか。石堂先生、お願いいたします。 

【石堂】  Ｗｉ－Ｆｉステーションを整備するということ自体の意味というのは十分あ

ると思うんですけれども、この事業が観光と防災というふうに言っていまして、しかもレ

ビューシートの中にも事業の目的のところに、「まず外国人旅行者や」という表現がありま

して、観光の中でも特に外国人に対する施策なんだということを打ち出しているように見

えるんですね。そうなりますと、論点シートにもありましたように、特に外国人の観光と

いうことを主眼に置いて整備していくんだということになれば、外国人観光客がたくさん

訪れるところが優先されるということになるでしょうし、一方、災害対策だということに

なれば、防災上ここは次に災害が来るかもしれないぞと。日本全国どこも災害には注意し

なければならないんですけれども、そういうところを重点的に整備していくことになるだ

ろうし、何か焦点が２つあるような、どっちに特化してやっていくのかという。何かそう

いうものがきちんと整理されているべきではないかなというふうに思います。 

 それから、観光ということになると、整備が進まない実態はあるのかもしれませんけれ

ども、１つ収益事業という面がありますから、民間の資金というものを十分活用してやっ

ていくのが本筋ではないかなという気がいたします。そういう意味で、私は、この事業と

いうのは基本的には災害対策に特化してやっていくべきではないかなという感じがするん

ですが、そこの辺、お伺いしたい。特に観光の部分が、外国人観光のところが先ほど触れ

ましたけれども、例えばレビューシートの点検・改善のところには、点検結果のところに

も外国人という表現は一切出てこないんですね。ですから、何となく外国人というのは、

今非常に数が多くなってきたという流れに乗じて、外国人観光客向けの対策が要るという

ことが後から付加されたような印象も受けるんですけれども、その点も含めてご説明いた

だければと思います。 

【山田官房長】  では、説明者のほうから回答をお願いいたします。 

【説明者】  観光・防災というふうなことで掲げておりますが、私どもＷｉ－Ｆｉ整備

の意義なり、効果というふうなことを考えまして、その中で大きく期待される分野という

ことで、観光・防災というふうなことで頭出しというか、掲げさせていただいております。

防災整備に当たりましても、防災のみならず、平時においては観光利用、あるいはほかの

利用も図っていただきたいというふうに申しておりますし、また、観光のＷｉ－Ｆｉ整備

というふうなことになっても、いざとなった場合には防災面の効果も発揮できる。外国人

も含めてですね。というふうなことで、広い意味合いというか、広い効果を期待して事業
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を実施しております。そういうふうなことで、特に訪日外国人、確かに増えているという

ふうなことで、その面の効果も期待できるというふうなことで、そこに着目した資料等も

ございますが、そこにかこつけてというか、そういうことではなく、そういう面で効果も

期待できるというふうなことで広く整備、展開しておりますし、また、観光・防災をはじ

めとしていろいろな機能が発揮できるのではないかというふうに考えております。また、

ご指摘ございました観光施設につきましては基本的に民が出る部分だというふうなことで

ございますが、もとよりそういうふうに私どもも認識しておりますし、基本的に民が整備

するところにつきましては、そちらに任せている。先ほど説明申し上げましたが、コマー

シャルベースで進む分にはコマーシャルベースで進むように促進しまして、それ以外の部

分、広域的な要素を持った部分の観光の施設といいますか、そういう拠点に整備するとい

うふうなことで展開しているところでございます。 

【石堂】  １点だけ追加的に質問させていただきたいんですけれども、ご説明を聞いて

いても、別に外国人旅行者というのがメーンではないんだというふうにも聞こえますし、

ただ、資料３ですか、外国人に聞いたらこういう反応だったというのがわざわざついてい

るところを見ると、外国人の不満というものをばねとして使いたいということがあるのか

なと思うんですね。ただ、３ページの資料はアメリカ、イギリス、いろいろ国が並んでて、

一番厳しい見方をしているのは韓国ですけれども、韓国も結局満足したと。十分ではない

けれども、大きな問題はないというのを足すと九十数％あって、あんまり外国人観光客が

日本のＷｉ－Ｆｉはもっと整備してもらわないと困ると強烈に言っている資料になってい

ないような気がするんですね。ですから、私は観光と災害を、何となく二兎を追う者はに

なりかねないというふうに思っていますけれども、せめて観光のところを外国人観光なの

か、それとも国内の国民の一般的な観光も含めての観光なのかというところは明確にして

いくべきでないかと思います。ただ、それは先ほど私、言いましたように、観光の部分は、

基本は民だろうという考えは変わりませんけれども、施策として外国人を強調するのかど

うかというのは一考を要するところではないかなと思います。これは意見として。 

【山田官房長】  山田先生、お願いいたします。 

【山田】  外国人の話は今石堂委員が発言したとおりで、３ページの図でも日本滞在中

にあると便利な情報が無料Ｗｉ－Ｆｉの情報があると便利だと言っているだけで、無料Ｗ

ｉ－Ｆｉがあると便利というアンケートをしていないので、読み間違えするべきではない

と思います。 
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 そのことはコメントですが、私が危惧しているのは、観光について支援することがほん

とうにいいだろうかということですね。特にネットワークの安全性について大変危惧して

います。そのことは独立行政法人の情報処理推進機構も今年、こういう資料を出して警告

を発しています。大勢の人が、しかも誰が誰というふうに特定できない人が入ってきて使

うわけです。そういう状況の中でオペレーションを行っていくときに、なりすまし等で不

正に入ってくる人というのをどのように阻止するかということもオペレーションの中では

重要な課題になります。それで、もしそういうことを認めてしまうと、その結果として例

えばそういう人がスパムをどこかの日本のお城から送りまくるとか、そういうような犯罪

に使われるというようなおそれもあります。 

 それから同時に、ここで設置したアクセスポイントのふりをした悪意のアクセスポイン

トを設置される場合があります。そういうものがあればそれによって接続した人たちのス

マートフォンやパソコンのデータが全て抜き取られてしまいます。このようなことを防ぐ

というのがオペレーションでありまして、オペレーションというのは単に高速のデジタル

回線につないで毎月通信料を払っているというのがオペレーションではなくて、そういう

ことをきちんと管理することがオペレーションなわけです。 

 この事業の最大の課題はそういうことにお金を出さないこと。単に最初に設置すること

についてだけお金を出していることで、そうすると、実際にはそれを地方自治体等が受け

て設置しても何もしない。ついうっかり単にデジタル回線につなげばおしまいだと思って

いるような人がいたら、その結果として、そこが犯罪拠点になるおそれがあるわけです。

さらにこのような分野では技術進歩が急激ですので、１回設置しても３年とか５年で陳腐

化しますので、それを変えていくということも必要でありまして、お金を出して設置させ

てあげたからよかったねという話ではないと思うので、観光ということは、ほんとうにい

ろいろな人が使う状況というのはよくよく考えるべきであって、むしろ民間の通信事業者

がそういうリスクも考えながらオペレーションすることに委ねたほうがいいというふうに

思います。 

【山田官房長】  ご回答お願いいたします。 

【説明者】  セキュリティーについてご指摘だったかと思います。セキュリティーにつ

きましては、私どもの部局の中で担当部局がありますので、そちらと調整させていただい

ておりまして、ここまでこういうふうな形でやってくださいという、推奨のモデルといい

ますか、示させていただきまして、これをきちんと確保するようにというふうなことで事
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業主体にはお願いしております。 

【山田】  ええ。その話はこの前聞いたんですけど、ウェブ認証なんですけど、ウェブ

認証ってもう古い方式でありまして、ほとんどの新しい事業者は８０２.１Ｘ認証に移って

いるんですね。そういう新しい技術を導入しないで古い技術でやっているから大丈夫です

といっても、それは間違いだと思います。 

【説明者】  新しい技術というふうなことでご指摘ございましたので、固定的に今申し

上げたような形でいいというか、そこにとどまっているつもりはございません。最新の防

御性の高いものにつきましては導入といいますか、それにつきましても推奨というか、確

保してくださいというふうなフォローはきちっと行っていきたいと思いますし……。 

【山田】  だから、さっき言ったように、古いのを入れてしまって、それで満足してい

る自治体は、もうお金が来ないので、更新するのは結局自分でやらなきゃいけないわけで

すね。だから、そういう意味で追いつかないんじゃないかと。 

【説明者】  更新なり維持管理というふうなことでございましたが、現在、整備なり、

環境を広げるというふうなことで事業展開させていただいております。その後の更新、あ

るいは維持管理、どうするか、それをどう回していくかというふうな面もございますが、

これにつきましては当然整備主体であります地方団体等のご意見もありますし、その辺も

伺いながら考えていきたいと思っております。 

【山田官房長】  ほかの先生からいかがでしょうか。では、楠先生、お願いいたします。 

【楠】  コメントが１点と質問が１点なんですけれども、最初コメントなんですが、ほ

かの委員からも指摘があったと思いますけれども、観光と防災というふうに両方入ってい

るんですけれども、観光については例えば外国人観光者であれば自分の宿泊施設に無料Ｗ

ｉ－Ｆｉがあるかないか、結構大きいと思うんですけれども、公共的な施設にどれだけ必

要なのかというのは何とも言いがたいというとか、判断しかねる部分があると思うんです

ね。なので、実際に観光の都市をつくるんだという国策として、あるいは地方自治体の政

策として官がかかわるというのは大事な話だと思うんですけれども、Ｗｉ－Ｆｉに関して

どれだけ必要なのかということについては少し疑問があります。 

 質問なんですけれども、レビューシートで言うと事業の効率性のところですが、支出先

の選定が入札と書いてありますけれども、自治体に対して入札するわけではないので、ど

のような基準でどういうふうな、競争的なものがあるのかないのかとか、その辺具体的に

教えていただきたいんですね。なぜこの自治体にこれだけの額が言っているのか。例えば
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一番上のひだか町であれば一番大きな額が行っているわけですね。この辺の基準と選び方

というのはもう少し詳しく言っていただきたいんですけど。 

【説明者】  自治体の選定につきましては当然入札ということではなくて、自治体のほ

うから、私ども募集いたしまして、申請が上がってまいります。その申請につきまして審

査させていただいた上で、目的に合っているか、あるいは先ほど申し上げましたが、官と

民とのすみ分けとか、その後の利活用とか、その辺のところが適切であるかという審査を

行った上で選定している。その結果がここには上位の団体が載っているわけでございます

が、こういうふうに載っているというふうなことでございまして、新ひだか町ということ

であれば、その辺の事業なり、面的に考えてたくさんの施設の整備につきまして計画があ

ったというふうなことであると認識しております。 

【楠】  もう１点いいでしょうか。この表を見ると、全ての自治体が補助によって整備

しているわけではなくて、独自に自分の財源でやっているところも多いわけですね。そう

すると、あり得るとすると、財源が足りないからという理由になってしまうと思うんです

けれども、福岡県とか品川区というのは財源がないという理由で応募しているわけですか

ね。 

【説明者】  財源がないといいますか、団体にいろいろな環境がございますので、もと

もとベースの環境等もございまして、それにあとどのくらい施設等を足すと環境が整備で

きるとか、そういう面がございます。例えば公共Ｗｉ－Ｆｉを整備するにしてもアクセス

ポイントを置けばいいだけになっているところもあります。それに比べて、ステーション

を立てて、その上でアクセスポイントなり、あるいは伝送路の整備等も図らなきゃいけな

いというふうな場合もございますので、この事業におきましてはある程度お金がかかる部

分といいますか、かかり増しが大きくなる部分の団体対象に実施しておりまして、都市部

等におきまして既に環境が整ってて、多額を要せずにアクセスポイント等整備できる団体

につきましてはこの事業では対象にしていない。そういうふうな整理を行った上で事業経

費支出をしているというふうなことでございます。 

【山田官房長】  では、ほか。まだご質問いただいていない先生方から何かございまし

たら。赤井先生、お願いいたします。 

【赤井】  ありがとうございます。なかなかこの事業をどこまでやるのかという基準を

皆さんで考えていくのが難しいところもあると思いますが、観光と災害が両方入っている

ので、どちらに重点化していくのかで場所も変わってくる。やり方も。資料の横長のあれ
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ですかね。補足説明資料の９ページがこの事業のベースになって補正予算なんかもついて

いると思うんですけど、この中における観光・災害、両方、外国人旅行者等が観光・災害

で利用しやすいというふうには書いてあるんですけど、ここでは特に総務省では公共施設

ということになっているんですが、国交省と観光庁と総務省でこの文面をどういうふうに

役割分担するという位置づけになっているんですか。そこを初めに教えていただいてよろ

しいですか。 

【説明者】  国交省につきましては基本的に先ほど申し上げましたが、観光施設なりの

うち宿泊施設ですとか、都市間のバスの環境整備というふうな──国交省、観光庁ですね。

展開しております。公共Ｗｉ－Ｆｉ、観光・防災拠点というふうな部分につきましてはそ

れ以外というふうな整理でございまして、こちらを受け持つといいますか、担当するのは

私どもというふうな整理になろうかと思います。また、学校につきましては防災拠点の意

味合いがある部分につきまして私どものほうがこの事業を活用して展開を図っているとい

うふうなことになりまして、学校の教育目的の情報化というふうな部分は文科省さんのほ

うで展開していただくという整理です。 

【赤井】  それに基づいて整理されたのが多分１ページの資料の商業施設と公共的なと

ころということになると思うんですけれども、観光庁もいろいろな政策をやっているので、

商業施設だけではなくて公共的なところもありますし、国交省でも例えばインフラにかか

わるような港湾とか空港とか、そういうところだと観光庁とは違うところでやっている部

分もあるので、正確にきれいにはすみ分けられてないと思います。防災分野のほうが多分

重要視されると思うんですけど、国、特に総務省としてどこまで観光分野について整備す

べきなのか。それは自治体がやるべきレベルと国が行うべきレベル、財政の制約もありま

すので、優先度を考えていった場合に防災というのはわりと優先されるのかな。総務省的

には地方の自治体運営ということも大事だと思いますけれども、その一方で、交付税なん

かで自治体の財政運営の費用は見ているというところもありますから、国として防災をど

こまでナショナルミニマム的にさせていくべきなのか。それは補助なので、強制ではない

んですけれども、その話と観光レベルで見ると、観光・防災は同時ぐらいの優先度という

理解でよろしいんでしょうか。 

【山田官房長】  議論が続いておりますけれども、議論を続けていただきつつ、コメン

トシートへの必要事項の記載をお願いいたします。４０分ごろを目途に事務局職員が回収

させていただいて、取りまとめ役の北大路先生のほうにお渡しさせていただく形をとらせ
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ていただきたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

 では、議論をお続けいただきたいと思います。 

【説明者】  お答え申し上げてよろしいでしょうか。観光につきましては、補足資料の

１ページにございますが、こういった施設の中で、ここでは細かく書いてございませんが、

ほかに補助等入ってない部分を各省庁、観光ということになりますと、ここに関連する施

設の役所もございますが、そういったところを整理させていただきまして、対象にしてい

るというふうなことでございます。それにつきまして、地方公共団体が整備主体というこ

とでございますので、地方公共団体が面的に観光の効果、あるいは防災面の効果というの

を考えて手を挙げたものにつきまして審査させていただきまして、選定しているというふ

うなことになります。また、防災のほう、特に学校というふうなことがございました。ど

のくらいというふうなところがございましたが、先ほどアウトカム指標で申し上げました

とおり、面的にある程度全国に広がっていくことが望ましいと私ども考えておりまして、

その意味合いとして整備主体の意向もございますので、地方公共団体における必要とする

整備数、そのカバレッジが８０％というふうなことで整理させていただいているというふ

うなことでございます。 

【赤井】  最後に、先ほども議論が出ましたけど、１０者リストでひだか町なんかが大

きい額になっているのは整備を大きくやりたいということだと思うんですけど、これは基

本的にはやりたいというのが来ると受け入れているということで、そのようなやり方では

だめだよといって中止したような事例はあるのでしょうか？特にはないですか。選定のあ

り方ですけれども、基本的には応募してくると、先ほどおっしゃっていた、そのようなと

ころにつくっても価値があるのか、国として補助する価値があるのかというところはある

程度審査は基準的にされているんでしょうか。 

【説明者】  基本的に上がってきたものをそのまま素通りということではなくて、事業

目的なり、要綱等に基づきまして厳正に審査させていただきまして、選定しているという

ことになります。 

【山田官房長】  有川先生、お願いいたします。 

【有川】  今まで出た議論とかなり重なって恐縮なんですけれども、本件の事業の目的、

レビューシートの１ページに書いてありますように、外国人旅行者や地域住民等が観光・

災害等にも利用する。こういう言い方をしていますけれども、これをクロスさせて、外国

人の災害、地域住民の観光というのは、この事業の目的にはなってないんでしょうから、
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おそらく文章的には外国人旅行者の観光、地域住民の災害というところが主たるターゲッ

トなんでしょうけれども、そうやって読み込まないとわからないくらい、この事業の目的

がはっきりしないなというのと、ターゲットになっている対象者をどこまで、例えば地方

自治体のどの施設の防災のためにどこまで広げていくかという。抽象的なターゲットはわ

かっているんですけれども、どこまでやっていくのか。あるいは観光客というのは、外国

人に絞るのか、国内の観光客も含めるのか。そういった人たちのどういった利便を高める

のかという、そういった具体的なロードマップも一応２０２０年と書いてあるんですけど、

なぜ２０２０年なのかというのもちょっとわかりにくいところがあるんですけれども、ど

れだけのターゲットをいつまでやっていくのかというところがよく見えないので、事業の

目的も対象も必ずしも明確でないな。とすると、レビューシートに書いてあるアウトカム

が、つまりＷｉ－Ｆｉ環境整備済みの地方公共団体の割合を８０％以上にするというのは

そうではなくて、目的、対象をきちんと明確にした上で、それぞれの観光と、観光につい

てはいろいろ議論はあると思いますが、観光をやるとしても、観光と防災についての成果

指標を明確に分けて、その立てた成果指標ごとの測定をやって、この事業を続けていくの

がいいのか、それとも縮小するのがいいのか、あるいは拡大するのがいいのかということ

がきちんと議論されなければいけないんだろうと思いますけれども、その辺の一番の目的

から始まって成果指標の立て方まで、明確でないまま推計２万９,０００カ所をやろうとい

うのは少し緻密さといいますか、制度設計としては乱暴なんじゃないかなという気がする

んですが。 

【説明者】  まず観光の施設につきまして、どこまでかというふうな外延ですね。その

辺がわかりにくいというご指摘だったかと思います。補足資料の１ページにございますが、

先ほど申し上げましたが、この部分につきましてはきちっと要綱上博物館法の登録がある

とか、そういうふうな要件をきちんと掲げておりますので、あまり外延が不明確で、ここ

までやっていいのかとか、増えていくというふうなことはない運用にしております。 

【有川】  観光のほうは箱物ではなくて、誰をターゲットにするかという。 

【説明者】  なかなか誰をターゲットにというのは難しいところもございますが、ご指

摘いただいておりますが、訪日外国人というふうなことを前面に出し過ぎた嫌いがあるか

もしれません。当然、訪日外国人のみならず地域外からいらっしゃる方、国内の観光客等

も含めて、効果は発揮するものでございまして、そうしたことも含めた目的というふうな

ことになろうかと思います。 
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 また、２万９,０００、根拠、まだ推計でして、どれだけ緻密なものなのかというふうな

ことがあろうかと思います。そういうふうなところもございまして、施設数等を計上いた

しまして、あるいは避難所も地方団体が指定しているもの、大体どのくらいを整備してい

けば、いざ大きな災害等が起こっても環境整備できるかというふうなところから粗々でご

ざいますが、推計したものでございます。これにつきましては数字が実需に沿っているの

かというふうなご指摘もありますので、再興戦略がありますように、今年中にきちっと計

画を策定して、ある程度施設の見込みを立てた上で、それを計画的に進めていく、中期的、

計画的に進めていきたいというふうに考えているところでございまして、その中で、ご指

摘のことも含めてより精緻な事業展開というふうなことを検討してまいりたいと考えてお

ります。 

【有川】  防災の対象は今どこまで考えておられるんですか。 

【説明者】  防災は基本的にここにございますように、避難場所、避難所、市町村が災

害対策基本法に基づいて指定します。それが学校と重なる部分がかなりあるわけですが。 

【有川】  全国の自治体を全部やろうという考え方なんですか。 

【説明者】  全国の自治体の中で必要と思う部分につきまして、こちらも防災上の必要

性等上がってきまして、それは当然審査させていただきますが。 

【有川】  必要な部分のロードマップが見えないということなので、どこをターゲット

にして対象を絞っていくのかというのが資料にどこからも出てこないものですから。 

【説明者】  なかなか全部防災施設というのも、避難場所というのは多くありますので、

一挙に全部というのは難しいかと思います。ただ、大きな災害が起こった場合にかなりの

人数の方が避難するような拠点的な避難所等につきましては、きちっと環境が整備される

ことは必要だと考えていますし、また、庁舎につきましても庁舎の強度といいますか、災

害拠点としての位置づけというふうなことは巷間最近指摘されておりますので、この辺の

整備はきちっと進めていきたいと思っております。 

【山田官房長】  では、石堂先生、お願いいたします。 

【石堂】  先ほど楠先生のほうから質問のあった支出上位１０者リストの関係なんです

けれども、これはレビューシートで左と右のページにＡＢＣと３つ載っています。Ｃのと

ころですね。これは三菱総研とか、いろいろありまして、それがどういう方式で契約され

ているかまで表示されていますけれども、ＡとＢについては国として補助金を支出した先

までしか書いてないですね。右のＢのところは民間の会社に補助金を交付した。そうする
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と、民間の会社は補助外の部分をみずから支出する形で契約するんでしょうから、いわば

民間の市場ルールに従ってやっていくんだろうなというふうに想定できます。ただ、こち

らの左側のひだか町なり何なりという自治体に金が渡った段階ではまだはっきり言って税

金だと思うんですね。税金のままだと思うんですね。これに地方のお金が一緒になって支

出されるということですから。この表で我々というか、情報として知りたいのは、例えば

ひだか町に行った８,８００万円が右側のＣのところであったようにどういう民間会社に

どういう方式で契約して流れていくのかということが表示されないと、あまり意味のある

ものにならないと思うんですね。ただ、おそらく国としてそこまで日常的に管理すること

になっていないということかもしれません。公開プロセスで何もかも明らかにしなきゃな

らぬという場でもないと思いますけれども、行った先の部分のチェックというのはどうい

うふうになされるのかということくらいは知っておく必要があるような気がするんですね。

ですから、補助金の額としてこれが正当であったろうという説明はそれでわかるんですけ

れども、補助金が交付された後、どういう契約方式で金が業者に行っているのか。端的に

言うと、ひだか町の職員が工事をやるはずないという想定で考えていますけれども、そこ

のところを大丈夫ですと。こういうふうにチェックがかかっていますからということをご

説明いただきたいと思うんですけれども、いかがでしょうか。 

【説明者】  この支出先上位リストでございます。特に地方団体の部分につきましては

支出を受けまして、地方公共団体のほうが財務規則、契約規則等に基づきまして入札等業

者選定を行いまして、委託なり行う。必要に応じて議会等の関与もあるというふうなこと

でございまして、基本的には当該地方公共団体がその責任において行っていくというふう

なことになります。ただ、この補助事業主体、地方公共団体の場合の契約情報につきまし

て、私どものほうで確認しましたところ、主たる契約方式を申し上げますと、１０団体の

うち競争的な契約に基づいて請負に出している団体が７団体、一般競争４、指名競争４、

一部重複がございますが、というふうに伺っております。それから、随意契約に基づいて

行っている団体が３団体ということでございました。随意契約と申しましても、そのうち

２団体は企画競争というふうなことでございますので、法的な形式上は随意契約でござい

ますが、競争性は確保されているというふうなことでございます。支出先が特定されてい

る随意契約、事業者等の状況ということもあったろうかと思いますが、これが１団体とい

うふうなことでございました。当然契約先ということでございますが、契約先はＩＴベン

ダーというふうなことになります。 
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【山田官房長】  有識者の方々からのコメントシートをお書きいただきました。ありが

とうございます。現在、北大路先生のほうに評価結果を取りまとめていただいております

ので、引き続きの議論を、まだ時間がございますので、お願いしたいと思います。 

 では楠先生、お願いいたします。 

【楠】  先ほどの支出先がどのように競争的にやっているかという話なんですけれども、

これは総務省の違う局の問題かもしれませんけれども、一般競争をやっているから大丈夫

だと私は思わないんですね。場合によってはいろいろな条件をつけて１者になっている場

合も結構あって、特に地方に行けば行くほどそういう傾向はあると思いますので、なかな

か事業を実施している主体と、そこの違うところで連携するというのは難しいかもしれま

せんけれども、もし確認するのであれば、地方自治法にこう書かれているから大丈夫です

という説明ではなくて、その辺まで突っ込んで見てみないと、国のお金が行っている以上、

もう少し厳しく見ていったほうがいいのかなとは思います。これはコメントです。 

【山田官房長】  では、有川先生、お願いいたします。 

【有川】  今の件については楠先生と全く同意見ですので、そういったところはチェッ

クしていっていただきたいと思うんですが。 

 それの関連で、先ほど来お話が出ている支出先のＣのところに出ている、例えば三菱総

研に２,１００万出している調査研究なんですが、総合評価でやっておられるんですが、先

ほど私申しましたように、観光と防災に分けて明確に成果指標を立てられているわけでは

ないので、調査研究って、どこで何をやったかということが調査されて、それが取りまと

められているだけだと思いますので、何を総合評価で価格以外の競争をさせるのかがちょ

っとわからないなというのが１つと。 

 それはやや形式的な話で、一番知りたいのは、こういった調査研究を、これだけのお金

をかけるのであれば、成果指標を明確に立てて、それに基づいた総合評価にふさわしいよ

うな分析をこういったところにやってもらうのが、国民の税金の使い方として一番効果的

だと思うんですけれども、こういった成果指標が十分でないところに２,０００万円以上か

けて調べるのはどんな意味があるんだろうなという気がするんですが。 

【説明者】  支出先のＣの部分、特に一番上の部分ですね。ご指摘がございました。こ

れにつきましてはこの事業におけます全国的な整備状況、これまでどのくらい進んできて

いるか。今後どういうふうな部分に特に特化してというか、着目を高めてやっていくかと

いうふうなことを研究所のほうに調査委託したものでございます。適正性とか、能力があ
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るかどうか、あるいは調査のやり方等を審査いたしまして、この団体を選定したというふ

うなものでございまして、今対象になっていますこの事業自体の目的といいますか、指標

とはまた別の視点で、調査を適正に遂行できるかというふうな観点から総合評価して、こ

ちらに選定しているというものでございます。 

【有川】  すみません。数字からあまり想像で物を言ってはいけないのかもしれません

が、総務省の契約監視委員会の委員もさせていただいて、三菱総研とか、こういった調査

物で特に総合評価で落札率を見ると、総合評価ですので、価格以外の要素が非常に強いこ

ともあるんでしょうが、大体１００％か９９％とか、９５％を下るようなことはあまりな

いので、７０％台の落札率というのは非常に珍しいな。おそらくこれは総合評価にふさわ

しいのではなくて、かなり事務的な作業じゃないかなと思うので、そこのところ、契約内

容を精査してもらいたいのとあわせて、先ほど来これだけのお金を使うんだったら、この

事業を進めるべきか、とまるべきか、いろいろ考えるべきところをきちんと指標をつくっ

てこういうところでなきゃやれないような研究を発注してもらいたいんですが。 

【説明者】  ご指摘十分受けとめさせていただきたいと思います。先ほど来申し上げて

おりますが、整備計画を策定する中で指標等、あるいはどういうふうな部分でこの事業を

見ていけばいいのかというふうな部分は十分検討させていただきたいと思っております。 

【山田官房長】  では、赤井先生、お願いいたします。 

【赤井】  簡単に。今のところでこれも感想ですけれども、報告書から、調査からせっ

かくだから今やっているこの事業でどういう問題点があるのか、そういうところまで調査

でわかれば、それを踏まえて、今後のあり方ということも議論できますし、こういうよう

な補助率の、補助するというのは全国的にというか、国の事業でたくさんあるんですけれ

ども、３分の１がいいのか、４分の１がいいのか、２分の１がいいのか、そこのところ曖

昧で何となくというところもありますので、そういうところがわかるような、何か情報み

たいなのが出てくれば２,０００万かけても価値があると思いますし、効果についても防災

となると、命の値段とかになってくると難しいと思うんですけれども、観光だとそれによ

ってどれぐらい便利になって、そこに人が来て、お金が落ちてとか、経済効果みたいなの

もはかれる、もう少し金額的なところもはかれると思いますので、そういうような金額的

な効果みたいな分析も踏まえながら、データをそろえていくことで今後補助をどこまでや

っていくべきなのか。財政の制約の中で、もっと望ましいお金の使い方はないのか。そう

いうところを考える上での情報というのが整理できるのかなと思います。 
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 以上です。 

【山田官房長】  それでは、そろそろ時間でございますので、取りまとめ役の北大路先

生から外部有識者の先生方に記載いただきましたコメントシートから代表的なものをご紹

介いただいた後、票数の分布、評価結果案及び取りまとめ、コメント案のご説明をお願い

できればと思います。 

【北大路】  先生方からいただいたコメントを幾つか紹介させていただきます。 

 事業の目的、対象の明確化を図り、どこまで自治体がやるのか。どのような観光客をタ

ーゲットにするか明確化するべきである。その上で成果指標を防災・観光に明確に分けて

確立し、適切な効果測定を行うべきだと。 

 本事業の目的において、観光と防災の両方が混在している。外国人がメーンとなる観光

においては、観光の予算とともに日本が全国でどのようなインフラをどこにどのように提

供するのか、戦略的に考えていくべきであり、一方で防災に関しては災害時のリスクも考

慮して人口配置も配慮し、進めていくべきものである。それぞれ目的も効果も異なるため、

混在させずに制度設計すべきである。 

 そのほか、目的が混在しているというご意見は全員から出ております。それぞれの目的

に従って、違うターゲットになるはずだ、違う制度になるはずだということを全委員が指

摘されております。 

 また、観光については収益性が高いものを民間に任せることができる部分が大きいとい

うご意見が複数の委員からも出されております。 

 票数ですが、事業全体の抜本的な改善が６名です。このことを踏まえまして、本件の評

価結果案は事業全体の抜本的な改善としたいというふうに思います。 

 コメント案ですが、３点ほど書きたいと思うんですが、１つは事業目的を防災・観光に

明確に分けて制度設計すべきである。その上で事業対象を明確にし、適切な成果指標を設

定すべきである。観光については民間ベースで整備が可能な部分が大きく、官のかかわり

方を十分検討すべきであるというふうな内容にしたいと思うのですが、先生方、いかがで

しょうか。──ありがとうございます。 

【山田官房長】  山田先生、お願いいたします。 

【山田】  今の取りまとめに全く賛成でそのとおりにしていただきたいんですが、官房

にお願いしたいんですけれども、総務省全体にお願いしたいんですけれども、無線ＬＡＮ

ってものすごい混雑しているんですね。免許不要帯の非常に狭いところを非常に大勢の人
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が使っていて、このように整備していくと、ますます大勢の人が使うようになるわけです。

そうすると、総務省は電波行政を担っているわけですから、無線ＬＡＮの帯域の拡大とい

うことにぜひ力を入れて、これは各国合意が必要なので、活動を進めていただきたいとい

うことで、今日の説明とは違う話なんですけれども、要望しておきます。 

【山田官房長】  山田先生、ありがとうございました。今日は、当該事業のレビューで

ございますので、今いただいたご意見につきましては総務省全体として受けとめさせてい

ただくということで、レビューの結果の中には反映させていただかない形でよろしいかと

思っておりますが、北大路先生、よろしゅうございますか。 

【北大路】  はい。 

【山田官房長】  ほか、先生方からご意見ございますでしょうか。 

 それでは、よろしければ以上でこの事業に関しましては議論を終了したいと思います。

ありがとうございます。 

 ２件目に案件につきましては５分ほど休憩の時間をいただきたいと存じますので、そち

らの時計で１１時からの開始といたしたいと存じます。ありがとうございました。 


